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長崎国際大学公的研究費等に関する不正防止計画 

（平成 27年 3月 18日制定） 

1.本計画の目的 

長崎国際大学（以下「本学」という）では、「研究機関における公的研究費の管理・監査の

ガイドライン（実施基準）（平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定）に基づき「長崎国際大

学における公的研究費の不正使用防止への取り組みに関する方針」を策定し、平成 26年 1

月 1日より施行している。その後、平成 26年 2月 18日付で「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）文部科学大臣決定」の改正が行われたことか

ら、それを踏まえて、不正を発生させる要因とその要因に対応する防止計画を以下のとお

り定めるものとする。 

 

2.不正防止対策の基本方針 

公的研究費は、その財源を国民の税負担に依拠していることから、国民の期待と信頼に応

える適正・有効かつ規律ある使用が求められる。これを踏まえ「長崎国際大学における公

的研究費の不正使用防止への取り組みに関する方針」に定められた責任体系のもと、最高

管理責任者である学長が率先して公的研究費の適正な運営・管理の基盤となる環境を整備

する。 

3.【2019年度不正防止計画】 

不正発生要因(リスク) 不正防止計画 

 

2019（平成 31年度） 

の具体的取組み 

Ⅰ 責任体系の明確化 

学内における公的研究費

の不正に関する責任とそ

の役割が周知されていな

いため、不正防止が徹底さ

れない。 

 

「長崎国際大学における公的

研究費の不正使用防止への取

組に関する方針」により、学

内の責任体制と役割を明示す

る。 

９月に科研費説明会を実施し、

責任体制と役割を周知する。 

Ⅱ 適正な運営・管理の基礎となる環境の整備 

・補助金が公的資金である

という意識が欠如するこ

とにより、不正に対する認

識が甘くなる。 

 

 

公的研究費については毎年度

総務課と会計課による申請・

執行事務取扱及び不正使用事

例等の資料を配布し、説明会

を開催する。 

外部講師によるコンプライア

９月に科研費説明会を実施す

る。 

７月にコンプライアンス教育

研修会、倫理教育研修会を実施

する。 
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。 

 

 

 

ンス教育研修会・倫理教育研

修会を開催し、不正防止への

意識改善を図る。 

研修会終了後確認テストを実

施する。 

取引業者に対する誓約書は取

引基準に基づき徴求する。 

１１月に取引業者に対する誓

約書を徴求する。 

 

 

 

 

  

Ⅲ 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

公的研究費支払の現状把

握が不十分なため、適切な

不正防止計画が作成され

ず、不正防止が図れない。 

会計システムデータ等によ

り、執行状況の確認を行い、

現状を把握し、適切な不正防

止計画を作成する。 

２０２０年３月までに内容を

精査する。 

Ⅳ 研究費の適正な運営・管理活動（文科省ガイドライン第３節実施上の留意事項①） 

ルールと実態の乖離（発注

権限のない研究者が発注、

例外処理の常態化など）。 

（ア） 

公的研究費における発注につ

いては「長崎国際大学物品発

注内規」等規程を周知させる。 

・科研費説明会にて周知する。 

９月に科研費説明会を実施し、

周知させる。 

決裁手続きが複雑で責任

の所在が不明確。 

（イ） 

公的研究費における決裁等に

ついては「長崎国際大学予算

執行の委任に関する規程」を

遵守する。 

・予算執行フローを配布する。 

予算執行フローとの現状チェ

ックを行い、更新科研費 Q＆A

を配付し、科研費説明会等で説

明する。 

予算執行の特定の時期へ

の偏り。 

(ウ) 

毎年、科研費説明会を開催し、

計画に沿った適正な予算執行

等の注意喚起を行う。 

９月に科研費説明会等で注意

喚起を行い、１月に予算執行に

ついての注意文書を発信する。 

業者に対する未払い問題

の発生。 

（エ） 

研究者や取引業者双方に指導

を行う。 

９月の科研費説明会と１１月

に取引業者に対し誓約書を基

準に基づいて徴求する。 

競争的資金等が集中して

いる部局・研究室。 

（オ） 

すべての部局・研究室に対し

ても公正・中立的に公的研究

費に関する情報提供を行う。 

・科研費採択者に対する研修

会を実施する。 

９月に科研費説明会への出席

を義務付けた上で、適正使用を

周知する。 
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取引に対するチェックが

不十分（事務部門の取引記

録の管理や業者選定・情報

管理不十分）。 

（カ） 

事務職員に対し、規程等に基

づき、忠実に業務執行するこ

とを周知する。 

・事務職員に対する規程等の

研修会の実施。 

７月にコンプライアンス教育

研修を実施する。（教職員対象） 

同一の研究室における、同

一業者同一品目の多頻度

取引、特定の研究室のみで

しか取引実績のない業者

や特定の研究室との取引

を新規に開始した業者へ

の発注の偏り。 

（キ） 

取引業者には相見積もりの提

出を求める。（相見積もりがな

い場合は業者選定理由書を求

める。同一業者。同一品目の

多頻度取引の傾向があれば、

個別にヒアリングを行う。 

取引業者には相見積もりの提

出を求め、業者選定理由書の徴

求を徹底させる。 

同一業者、同一品目の多頻度取

引の傾向があれば、個別に都度

同一業者へのヒアリングを実

施する。 

データベース・プログラ

ム・デジタルコンテンツ作

成、機器の保守・点検など、

特殊な役務契約に対する

検収が不十分。 

（ク） 

機器のリース、保守・点検特

殊な役務契約でも、原則書類

の一部のコピーや現場写真、

メーターの数値記録等を証拠

として添付を求める。 

証拠書類の提出を徹底する。 

検収業務やモニタリング

等の形骸化（受領印による

確認のみ事後抽出による

現物確認の不徹底。） 

（ケ） 

モニタリングについては科研

費監査により、事後抽出によ

る現物確認を行う。 

科研費内部監査により、ヒアリ

ングを行うと同時に現物確認

を実施する。 

業者による納品物品の持

ち帰りや納品検収時にお

ける納品物品の反復使用。 

（コ） 

基準により抽出された取引業

者に対し、法令・規則等遵守

する旨の誓約書を徴求する。 

１１月に取引業者より誓約書

を徴求する。 

非常勤雇用者の勤務状況

確認等の雇用管理が研究

室任せ。 

（サ） 

非常勤雇用者に対しては、面

接の実施と出勤簿の管理の徹

底。 

非常勤雇用者採用時の面接の

実施と出勤簿への押印確認を

行う。 

出張の事実確認等が行え

る手続きが不十分（二重払

いのチェックや用務先へ

の確認など）。 

出張目的資料の提出を求める

と共に、適宜用務先への確認

を行う。 

出張許可願書と復命書と内容

確認を行う。 

出張先（用務先）への適宜、確

認を行う。 



（公的研究費等に関する不正防止計画） 

4 

 

（シ） 

個人依存度が高い、あるい

は閉鎖的な職場環境（特定

個人に会計業務等が集中、

特定部署に長い在籍年数、

上司の意向に逆らえない

など）や、牽制が効きづら

い研究環境（発注・検収業

務などを研究室内で処理、

孤立した研究室など）。 

（ス） 

事務部門と研究部門との情報

を共有する。 

９月の科研費内部監査により、

閉鎖的な職場環境や牽制が効

きづらい研究環境についのチ

ェックリストによるヒアリン

グを実施する。 

返還命令・応募制限措置を受けた事例（1～6 ）「研究機関における不正使用事案」 

業者に対して架空発注を

行い、その資金を業者に預

け金として管理させ、補助

対象研究に関連しない物

品を購入、または私的物品

の購入に充当。（虚偽の請

求書、納品書を作成するケ

ースを含む） 

（事例 1） 

研究者が発注した場合におい

ても、検収は全件行っており、

検収完了後でないと支払い完

了しない体制である。また、

一定の条件に該当する業者か

らは「誓約書」を徴求し、不

正があった場合には取引停止

を含む処分があることを周知

する。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

同じ出張の旅費や輸送費

を科研費補助金と他の経

費で重複請求。        

（事例 2） 

公的研究費による出張に限ら

ず、出張の場合は領収書、航

空機の搭乗券半券の提出を求

める。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

学会参加のための出張旅

費を申請後、当該学会から

講師旅費の名目で旅費の

支給を受けたにもかかわ

らず、その旨を報告せず課

題に旅費の支給を受けた。 

（事例 3） 

毎年１回開催の科研費説明会

やコンプライアンス研修会に

おいて事例を紹介し、注意喚

起する。復命書に添付された

資料を確認する。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

購入した消耗品の一部を

不正に転売するなどし、私

的に流用。 

納品された物品で一定金額以

上の物や換金性の高い物品は

毎年１回の現物確認を実施す

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 
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（事例 4） る。 

発注先の選定については、

基準がなく、取引先の管理

が十分とは言えない。この

ため取引先との不適切な

取引や癒着の発生を見逃

すおそれがある。 

(事例 5) 

発注先の選定については研究

者に任されているが、90％以

上が本学取引業者となってお

り、毎月業者より未払データ

の提示があり、その確認がで

きる体制であるため取引先と

の不適切な癒着発生を防止す

る。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

架空請求（カラ出張） 

出張の必要がない旅費申

請や出張の必要がある場

合も宿泊数の水増し、虚偽

の旅行完了報告を提出し

不正に旅費を取得した。 

（事例 6） 

コンプライアンス教育の徹底

や「出張許可願書」「出張復命

書」の内容確認及び資料提出

を求める。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

 

Ⅴ 情報発信・共有化の推進 

学内外からの告発受付窓

口、相談受付窓口が分かり

にくいため、不正が潜在化

する。 

 

正行為に関する通報・相談、

及び告発を受付ける窓口は総

務課で公的研究費に関する手

続きに関する相談窓口は連絡

先を大学のホームページ上に

公開する。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

内部規程やルールが周知

されず、不正防止が徹底さ

れない。 

（他大学事例） 

大学のホームページ上に公開

する。また毎年開催の科研費

説明会やコンプライアンス研

修会でも周知徹底する。 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 

Ⅵモニタリングの在り方 

・本学の公的研究費の使用

実態に適合した実効性の

あるモニタリングが行わ

れない。（他大学事例） 

・不正発生要因の分析結果

の即した重点的かつ機動

・毎年採択件数 10％～20％の

研究者を対象にモニタリング

を実施する。 

 

・そのモニタリング結果を分

析し、また過去の他機関の不

科研費内部監査により実施す

る。 

 

 

９月の科研費説明会にて周知

徹底を図る。 
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的なモニタリングが行わ

れない。 

（他大学事例） 

正事例などを参考にモニタリ

ングを実施する。 

 

「出典」 

・研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライ（実施基準） 

平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定 平成 26年 2月 18日改正 

第 3節不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

（実施上の留意事項）①（ア）～（ス） 

・他大学の事例及び返還命令・応募制限措置を受けた事例（事例 1～6） 

 

  附則 

１．この研究計画は平成 30 年 1月 1日より施行する。 

２．平成 27年 3月 18日制定の「長崎国際大学 公的研究費等に関する不正防止計画」は

廃止する。 

附則 

この研究計画は平成 30 年 1月 1日より施行する。 

附則 

この研究計画は平成 31年 4月 1日より施行する。 

 

 


